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はじめに  
研究方法は、通常行われる方法とは違い、

2021年 5月～2022年 3月までの月 1回（計
11 回）、研究者 3人（大塚・日詰・小林）に
よって「療育手帳制度の在り方」をテーマと
してオンライン会議を行い、そこでの討議
内容を整理したものである。 

 報告書は、まず討議内容を３側面から整
理し、４において「今後の療育手帳制度の在
り方」を提案していく。 
 具体的には、１「知的障害支援施策の歴史
と療育手帳制度」については、主に大塚が担
当する。大塚はこれまで知的障害支援、また
障害福祉サービスが整理され明記された障

研究要旨  
 本研究は、１の「知的障害支援施策の歴史」において、療育手帳制度の前提とな
る、知的障害の定義が不在の理由を身体障害者福祉法の定義に求めたこと、また、療
育手帳制度の課題は、メリットが少ないことが制度の改革を遅らせたことを明らかに
した。２の「療育手帳制度の課題と研究レビュー」において、知的障害定義と判定に
関する調査・研究が長年行われ、現在でも現場で活用している。全国的な判定方法の
統一に向けての課題やポイントを明らかにした。３の「発達障害支援施策と関連する
諸課題」、４の「今後の療育手帳制度の方向性（未来）」において、療育手帳制度の大
きな課題である高機能（発達障害）の方々の取り扱いは、知的障害の定義と判定に直
接かかわるのである。今後は、知的障害と発達障害（精神障害を含めて）の整理が喫
緊の課題であることを明らかにした。加えて、療育手帳制度の前提となる、知的障害
の定義がなされなかった理由を身体障害者福祉法の別表に求めたことを明らかにし
た。また、療育手帳制度については創設時から、必ずしも福祉サービスと連動してい
ないことから、期待されたものではないことから、その改革もなされずに今日にいた
ったと推測される。最後に、療育手帳制度を巡る課題について論考し、知的障害の定
義を法に位置けていく必要性と、その際、知的障害の判定方法がセットで必要である
ことを明らかにした。 
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害者総合支援法（障害者自治支援法）の創設
にも直接に関わってきた経緯も踏まえ、療
育手帳制度を中心に据えながら知的障害施
策の歴史を概観する。 
 ２「療育手帳制度を巡る課題と研究レビ
ュー」については、主に小林が担当する。小
林は、児童心理司・判定員として児童相談
所・知的障害者更生相談所において実際の
療育手帳の判定に計 10 年程関わり、発達障
害施策に関わる専門官になるなど、直接的
な相談支援と施策助言の場とを行き来して
いる経緯から、療育手帳制度での課題を総
括し、これまでの研究のレビューを行う。 
 ３「発達障害支援施策と関連する諸課題」
については、主に日詰が担当する。日詰は 
約 30 年発達障害児者への直接的な支援、ま
た施策に関わり、発達障害者支援法の創設
時に深く関わっている。新設された発達障
害支援法において、知的障害施策との連動、
療育手帳制度の利用など諸課題についてま
とめ、今度の療育手帳制度と発達障害施策
との関連について整理する。 
 ４「今後の療育手帳制度の在り方」につい
ては、3 人の討議内容を整理し、今後の療育
手帳制度の判定や手続きを含めた全国の統
一化に向けて、実効性のある提案を行う。 
 
１ 知的障害支援施策の歴史と療育手帳制
度 
療育手帳制度は、知的障害児(者)に対し

て一貫した指導・相談を行うとともに、これ
らの者に対する各種の援助措置を受け易く
するため、知的障害児(者)に手帳を交付し、
もって知的障害児(者)の福祉の増進に資す
ることを目的として、1973（昭和 48 年）か
ら運用されている。それ以後、50年近くが

経過したが、さまざまな課題が指摘されて
いる。なぜこのような課題が指摘されるの
か、知的障害者支援及び関連施策の歴史と
療育手帳制度の関係を通して明らかにした
い。 
 
(1)児童福祉法の制定と療育手帳制度 
昭和 22（1947）年の児童福祉法の制定で、

精神薄弱児施設が法律に位置づけられた。
精神薄弱児施設の対象として、厚生省児童
家庭局（1978）は、「精神薄弱児とは、心身
の発達期（おおむね 18歳まで）にあらわれ、
生活上の適応障害を伴っている知的機能の
障害を示す状態になる児童をいう」として
いる。 
昭和 28（1953）年に、厚生省から「知精

神薄弱児施設運営要領」が出された。当要領
において、「精神薄弱というものは、単に知
的欠陥のみならず身体的方面においても又
感情的、或いは意志的方面においても通常
種々の障害を伴っている場合が多いので、
精神薄弱児の定義においても、心理学的、医
学的（精神医学を含む）、或いは教育学的、
社会学的な立場により、又それぞれの学者
により異なっており、一定した定義は下さ
れていない」とされている。また、精神薄弱
児(Feeble Minded Child)は一般に知能的欠
陥の程度によって、英国の研究等を参考に
①白痴(Idiot)、②痴愚（Imbecile）、③魯鈍
(Moron)に分類された。当時、知的障害につ
いて統一した見解はないものの、世界標準
の知識は得ていたと推測できる。 
わが国の精神薄弱児の施設体系は、石井

亮一の滝乃川学園から始まったといわれる。
石井は、明治 29（1896）年、知的障害児教
育の状況を調査研究するため渡米し、知的
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障害児の治療教育理論で有名なセガンの考
え方を持ち帰り、本格的に知的障害児教育
をはじめた。また、三田谷治療教育院を芦屋
に開設した三田谷啓は、1915（大正 4）年に
留学先のドイツから知能検査法を持ち帰り、
『学齢児童智力検査法』を紹介している。三
田谷は、「療育」という言葉のもととなった、
知的障害者のための「治療教育学」をわが国
に紹介している。このように、戦後の児童福
祉法の制定時、知的障害の定義や判定方法
についての理解がなかったのではなく、明
治・大正時代の社会福祉事業家により、知的
障害の定義や判定方法については、業界内
においては広く理解されていたものと推測
できる。 
 
（2）身体障害者福祉法の制定と療育手帳制
度 
 身体障害者福祉法は、1949（昭和 45）年
身体障害者の更生を目的として制定された。
法第４条（身体障害者の定義）において、
「この法律において、身体障害者とは、別表
に掲げる身体上の障害がある十八歳以上の
者であって、都道府県知事から身体障害者
手帳の交付を受けたものをいう」とされた。
身体障害者とは、「別表」に障害名が記述さ
れた手帳をもっている人である。身体障害
は、機能障害にもとづく医学モデルを反映
しているといえる。 
櫻井（1992）は、「1949 年には 18 歳以上

の身体に障害をもつ人たちの社会的自立を
援助するための身体障害者福祉法が制定さ
れたが、立案の段階では肢体不自由などの
外部障害者だけでなく、精神薄弱なども対
象にすべきだとする議論もあったが、判定
が困難であるなどの理由から除外されてし

まった」としている。また、長谷川泰造（1992）
は、「こうした援護者たちにたいしていかな
る福祉サービスをすべきかの問題は、昭和
24年制定の身体障害者福祉法を検討する際
に議論されたようである。すなわち当時で
さえ知的発達が遅滞している人々も身体障
害者福祉法の対象とする考え方は存在して
いたし、またこれを積極的に排除する考え
方もなかったようである」としている。しか
し、障害の定義及びそれを基礎づける判定
方法をオーソライズする道は断念された。
その理由を、厚生省児童家庭局（1978）は、
「精神薄弱者の定義については、医師の立
場から、あるいは心理学者、教育者の立場か
ら種々の定義が行われてきており、また、知
能検査を中心とした精神薄弱の判定方法お
よび判定基準にも確立されたものがなく、
知能指数による分類も各省庁によって異な
っている。」としている。しかし、すでに見
てきたように知的障害の定義や判定方法に
関する世界標準知識はあったということか
らすれば、この表現は正確でない。むしろ、
「実際問題としても、身体障害者のように
各眼の視力 0.1 以下とか、上肢または下肢
の切断者とか明確な一線を画することが困
難である」という身体障害者福祉法の規定
する「別表」を作成できないという理由で、
知的障害の定義や判定方法が断念されたと
言えないだろうか。この認識は、その後 80
年近くたって、知的障害の法的定義や統一
された判定方法の不在という現在の状況に
影響を与えていると考える。 
 これに関して、長谷川（1992）は「単に
判定の難しさにとどまらず、福祉的援護を
実施する側の提供し得るサービスが、外観
から容易に判断される身体障害者とそうで
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はない大脳皮質損傷による知的発達遅滞者
との間ではあまりに違うことが指摘されて
いた。つまり、介護器具その他物的サービス
の提供により自ら生活していくことのでき
る身体障害者と常に介護者という第三者を
必要とする知的障害者との間には大きな隔
たりがあるからである」と述べている。身体
障害者福祉法の中に、身体障害を別表とい
う形で規定するのは、身体障害者への雇用、
医療、補装具などのサービスの提供や支援
の必要性からだと言える。しかし、知的障害
の判定により、どのようなサービスや支援
が適切かを示すことは、困難である。知的障
害の判定（療育手帳）が、サービスや支援と
直接結びつかないのである。それは、知的障
者福祉法が、知的障害者に必要な具体的な
サービスを示すものではなく、入所及び通
所施設を示したものにとどまっているとこ
ろに表れている。必要な具体的サービス内
容を明確にできないので、施設という箱の
中で、それぞれにふさわしいサービスを提
供してくださいという限界である。この意
味では、知的障害の定義や等級を規定でき
ないのは、単なる知的障害の判定の技術的
課題というより、知的障害の本質からきて
いるのかもしれないと理解できないか。 
 
(3)知的障害者福祉法の制定と療育手帳制
度 
 わが国の知的障害福祉は、戦後の児童福
祉法の制定により知的障害児施設が規定さ
れ、施施入所サービスから始まった。その
後、在宅の知的障害児については知的障害
児通園施設でサービスが提供されてきた。
年次を経るに従って、児童も 18 歳を超えて
入所施設に留まる傾向が大きくなってきた。

1960（昭和 35）年、知的障害児施設の年齢
超過者の問題を解決し、児者一貫の施策を
つくるために知的障害者福祉法が制定され
た。 
 桜井（1992）は、「1964（昭和 39）年、
厚生省社会局から『精神薄弱の判定要領』が
出され、WHO の精神薄弱の概念について
『Technical Report Series No. 75(1954)』に
記載されている、『Mental Subnormality』の
用語解説の『精神能力の全般的な発達が不
完全であるか、不十分な状態』という表現が
簡潔で核心をついている」と述べている。知
的障害者福祉法成立後、知的障害者更生相
談所において判定業務に従事している専門
職員のため参考書として、「精神薄弱の判定
要領」示された。この判定要領は、知的障害
の定義や判定方法の全国的統一を目指した
ものといえる。しかし、知的障害の定義や等
級を法律に記述できなかったのは、知的障
害について学者の見解がさまざまであるか
らでなく、身体障害者福祉法における定義、
すなわち「別表」のような記述ができなかっ
たからではないか。 
 この法律は、知的障害者へのサービスを
規定したものであるが、その内容は施設入
所を規定したものである。身体障害者の場
合、法の規定により更生（リハビリテーショ
ン）や補装具などの支援を受けられる明白
なメリットがあるのに対して、療育手帳制
度のメリットは不明瞭であった。身体障害
者の場合、一義的には本人（家族も含めてで
あるが）、このメリットを活かすためには身
体障害者手帳を取得する必要があった。し
かし、知的障害者福祉法は、施設入所が主た
るサービスで、知的障害者本人のニーズと
いうより家族のニーズに応えるものである。
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サービス利用については、措置制度の中で
は、知的障害者自身が手帳の取得を強く希
望するというより、施設入所に必要な判定
に伴って、後から手帳制度がついてくると
いう状況が考えられる。療育手帳がサービ
スの入り口として、積極的に取得するとい
う動機に欠けるものであったのではないか。 
 
(4)療育手帳制度の創設 
療育手帳制度はその目的として、①一貫

した指導・相談、②各種の援助措置を受け易
くすることが目的となっている。その機能
を、もう少し詳しく見てみよう。 

 
① 一貫した指導・相談 

1970（昭和 45）年に制定された「心身障
害者対策基本法」によれば、法の目的は「心
身障者の発生の予防に関する施策及び医療、
訓練、保護、教育、雇用の促進、年金の支給
等の心身障害者の福祉に関する施策の基本
となる事項を定め、もつて心身障害者対策
の総合的推進を図ることを目的とする」と
されている。このためには、精神薄弱児につ
いても、母子保健等と連携しながら施策を
進めていくとされている。特に、第十六条
（判定及び相談）においては、「国及び地方
公共団体は、心身障害者に関する各種の判
定及び相談業務が総合的に行なわれ、かつ、
その制度が広く利用されるよう必要な施策
を講じなければならない」とされている。第
十七条 措置後の指導助言等として）「国及
び地方公共団体は、心身障害者が心身障害
者の福祉に関する施策に基づく各種の措置
を受けた後日常生活又は社会生活を円滑に
営むことができるよう指導助言をする等必
要な施策を講じなければならない」とされ

ている。当時において、精神薄弱児に関する
一貫した指導・相談をおこなうためには、母
子保健から児童福祉、すなわち保健所から
児童相談所へと続く相談支援体制の構築が
目指されたといえる。そのためには、一貫し
た相談支援のツールとして療育手帳制度が
役割を果たしたと言えないだろうか。 
また、障害の早期発見・早期対応は、母子

保健との関係が深いから、療育手帳が拡大
母子手帳という形で障害に関する情報の伝
えていくという機能をもっていたと考えら
れる。現在、障害児に対して、全国で「サポ
ート・ブック」などが作成され、情報を一元
化して伝えていく試みがなされているが、
その先駆けと言えるだろう。療育手帳の制
度が、情報伝達という意味でどれだけ有効
であったかという政策上の評価をすると、
顕著な効果は確認できないだろう。母子健
康手帳のような使われ方も、確認できない。 
 
②  援助措置を受け易くするため 
 療育手帳を取得することで公共料金の割
引や、助成金制度、税金の軽減などを受ける
ことができるとされた。主な料金の割引や
助成は、医療費の助成、博物館などの公共施
設の割引や JR やバス・航空運賃などの公共
機関の割引、携帯電話基本料金の割引、公営
住宅の優先入居ＮＨＫ受信料の免除となっ
ている。しかし、精神薄弱者自身はもちろん
のこと、家族も療育手帳取得のメリットを
感じていなかったようである。発達障害白
書 50 年史（1997）は、「1973（昭和 48）年
には、『精神薄弱者療育手帳』が通知」とし
て出されるが、身体障害者手帳に比較して
手帳を所持する必然性に欠ける状況での制
度化であったといえよう」としている。ま
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た、幾野（1997）は、「発足当時において制
度とみるには、行政的立場からいえば無理
なようであった。保護者の立場からの、その
抱えている精神薄弱者を保護するための要
望として、せめて身体障害者手帳並みの施
策が欲しいということは切なるものがあっ
たが、特に精神薄弱者手帳を施策の出発点
にしたいとまで考えていたわけではなかっ
た」としている。このように、当時において
は、身体障害者手帳の取得がサービス利用
のための証明としてその取得に必然性があ
ったが、精神薄弱者とその家族にとっては、
利用できるサービスなどに関してメリット
が不明瞭であったといえるだろう。手帳制
度の導入に当たって、育成会はアンケート
を取ったが、むしろ知的障害と知られると
いうデメリットを危惧する意見もあった。 
精神薄弱者の手帳は、東京都が 1967 年

（昭和 42 年）4月 1日から「愛の手帳」と
いう名で交付したのがはじまりである。東
京都の愛の手帳に関しては、幾野（1997）
は、「東京都では、昭和 40 年 4 月 1 日の行
政機構改革によって、児童部に精神薄弱福
祉課を新設して、保護部の成人担当を合わ
せて児・者を統合し、一本にして扱うように
なった。そのときのから都自身の姿勢によ
る精薄対策が考えられはじめたとみてよい
であろう。その第一着手として「愛の手帳」
の準備に入ったのである」と述べている。当
時は、東京都等をはじめとして国の一連の
サービス以外に、自治体独自のサービス提
供が行われ始めたときである。その際の通
行手形として、さらには行政のサービス予
算の確保のための利用者把握に活用された
としている。実際、東京都において昭和 42
年の 4,511 人の交付者数から、47 年には

15,747 人と 3 倍以上に増加している。これ
は、知的障害者本人と家族にとって、自治体
独自のサービス利用には必要であるという
理由から手帳を取得する人が増加したとい
えるだろう。 
  
（5）知的障害者に対する新たな施策 

1992（平成元）年、必ずしも入所施設で
一生を送ることが唯一の選択肢ではないこ
ととされ、地域生活の選択肢のひとつとし
てグループホームが創設された。知的障害
のある人たちに、入所施設や親元以外に生
活の場を広げようと意図されたものである。
グープホームの正式名は知的障害者地域生
活援助事業であり、「数名の障害者が、地域
のアパートなどを借りて、自分の部屋をも
ち、食費などは自分で負担し、世話人さんの
援助受けて共同で生活するもの」であった。
1995年（平成７年）に出された「障害者プ
ラン～ノーマライゼーション７か年戦略～」
の「生活支援の機能をもつ住宅であるグル
ープホーム及び福祉ホームを、ニーズに対
応できるようにするため、約２万人分を計
画期間内に整備する」とされ、その後も施設
から地域への移行の選択肢として量的・質
的な拡大が図られてきた。 
このようなノーマライゼーションの実現

という、新たな知的障害者福祉の流れの中
で、1993年（平成 2年）の「精神薄弱児（者）
基礎調査」において、新たな知的障害の定義
や判定方法が、厚生労働省から示された。そ
の内容を、以下に示す。 
 
知的障害 
 「知的機能の障害が発達期（おおむね 18
歳まで）にあらわれ、日常生活に支障が生じ
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ているため、何らかの特別の援助を必要と
する状態にあるもの」と定義した。なお、知
的障害であるかどうかの判断基準は、以下
にであった。  
 次の (a) 及び (b) のいずれにも該当す
るものを知的障害とする。 
(a)「知的機能の障害」について 
 標準化された知能検査（ウェクスラーに
よるもの、ビネーによるものなど）によって
測定された結果、知能指数がおおむね 70 ま
でのもの。 
(b) 「日常生活能力」について 
 日常生活能力（自立機能、運動機能、意思
交換、探索操作、移動、生活文、職業等）の
到達水準が総合的に同年齢の日常生活能力
水準（別記 1）の a、 b、 c、 d のいずれ
かに該当するもの。 
 これにより、知的障害の程度も軽度・中
度・重度・最重度という 4区分が示された。
妹尾（1993）は、平成 2 年の「精神薄弱児
（者）基礎調査」は、①知的機能の障害、②
発達期における発現、③日常生活における
適応に関しては、アメリカ精神遅滞学会
（1973）（AAMR）の定義と同様であるとし
ている。 
  
（6）精神保健福祉法の制定と療育手帳制度 

1950（昭和 25）年、精神衛生法が制定さ
れ、第三条（定義）において「この法律で『精
神障害者』とは、精神病者（中毒性精神病者
を含む。）精神薄弱者及び精神病質者をいう」
とされ、精神薄弱が法規定された。精神衛生
法との関係については、「精神薄弱者福祉法
の施行について (昭和三五年四月二七
日)(発社第一二五号)(各都道府県知事あて
厚生事務次官依命通)において、「精神衛生

法(昭和二五年法律第一二三号)は、同法第
三条の定義で明らかなとおり精神薄弱者に
も適用されているが、同法は、精神病院の設
置と医療保護を中心としたものであり、精
神薄弱者福祉法は、精神薄弱者に対し更生
の援助と必要な保護を行ない福祉の増進を
図ろうとするものであること。従がつて、精
神衛生法は従来どおり精神薄弱者について
も適用されることは勿論であるが、同法に
基づいて設置される精神衛生相談所と本法
に基づいて設置される精神薄弱者更生相談
所の関係等具体的な問題については別途通
達すること」とされた。精神保健福祉法にお
いては、知的障害は精神疾患として定義さ
れるが、福祉サービスについて知的障害支
援法で対応するという整理がなされたとい
えるだろう。「知的障害」は、精神保健福祉
法にそのものの定義はないが、他の疾患と
ともに法律上に規定されているといえる。
正確には、知的障害の定義は、知的障害者福
祉法に規定がないと捉えるべきである。
2012（平成 24）年の障害者基本法の改正に
おいては、障害の定義に、精神障害（発達障
害）を含むとされた。今後、知的障害につい
ては、発達障害と精神障害との関係におい
て整理していくことが必要であろう。 
 
（7）精神薄弱から知的障害への変更 

1999年代に入ると、わが国おいて「精神
薄弱」という用語を見直す動きが活発にな
る。知的障害を含む、障害者の人権の擁護な
どの考え方が背景にあると考えられる。例
えば、1990（平成 2）年の『愛護－精神薄弱
福祉研究－』誌の「『精神薄弱』の呼称の意
味と今後のあり方を考える」、1991（平成 3）
年の日本精神薄弱者福祉連盟他主催の「フ
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ォーラム・用語『精神薄弱』を考える」、日
本精神薄弱研究協会第 26 回研究大会シン
ポジウムの「『精神薄弱』の呼称・用語およ
び概念再検討」などが挙げられる。このよう
な動きの中で、1990年（平成 2 年）日本精
神薄弱者福祉連盟は、用語問題検討委員会
を設置し、1993 年（平成５年）に日本精神
薄弱者福祉連盟は、症候名として「精神遅
滞」、障害区分として「知的障害」とする結
果をとりまとめた。同時期に、厚生省は心身
障害研究において、用語に関する研究を開
始し、1995 年（平成７年）の厚生省の心身
障害研究において、知的発達障害又は知的
障害とする旨の報告書がとりまとめられた。
1995年（平成 7 年）の障害者プランに「保
護者団体その他関係者の意見を踏まえ、見
直しを行うこと」が盛り込まれた。1997 年
（平成９年）関係医学団体より、法令用語と
して「知的障害」を用いることは差し支えな
い旨が確認された。1998 年（平成 10 年）
参議院国民福祉委員会において、委員長提
案として、「精神薄弱の用語の整理のための
関係法律の一部を改正する法律」を本会議
に提出することを決定した。同年に、改正法
案が成立・公布された。 
このように「知的障害」という用語につい

ての検討がなされる中で、知的障害の法的
位置づけや判定方法についても議論された
と推測できる。しかし、知的障害の法的定義
や判定方法の全国統一化はなされなかった。
この事情を、長谷川（1992）は「新たな援
護法はまず、知的障害者を正確に定義づけ、
冒頭にこうした人々の権利宣言を唄うべき
である」としている。 
 
（8）発達障害者支援法と療育手帳制度 

発達障害の症状の発現後、できるだけ早
期に発達支援を行うことが特に重要である
ことから、発達障害を早期に発見し、発達支
援を行うことに関する国及び地方公共団体
の責務を明らかにするとともに、学校教育
における発達障害者への支援、発達障害者
の就労の支援、発達障害者支援センターの
指定等について定めることにより、発達障
害者の自立及び社会参加に資するようその
生活全般にわたる支援を図り、もってその
福祉の増進に寄与することを目的として、
発達障害者支援法が、2005 年（平成 17 年）
4 月 1日に施行された。 
発達障害者支援法における「発達障害」と

は、「自閉症、アスペルガー症候群その他の
広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性
障害その他これに類する脳機能の障害であ
ってその症状が通常低年齢において発現す
るものとして政令で定めるもの」とされて
いる。自閉症については、知的障害のない
「高機能自閉症」も、知的障害のある「自閉
症」も、この法律の対象である。高機能自閉
症の存在への注目とともに、発達障害者支
援手帳（仮称）がない状況においては、高機
能自閉症は療育手帳で広くカバーされてき
た状況がある。高機能の発達障害について
は、精神障害者保健福祉手帳の取得を奨励
していく方向性も含めて、療育手帳の対象
を検討していく必要があるだろう。 
 
（9）近年の障害者福祉と療育手帳制度 
 障害者の地域生活と就労を進め、自立を
支援する観点から、これまで障害種別ごと
に異なる法律に基づいて自立支援の観点か
ら提供されてきた福祉サービス等について、
三障害共通の制度の下で一元的に提供し、
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地域生活や就労支援を推進する障害者自立
支援法が、2006 年（平成 18 年）4月に施行
された。その後、2012 年（平成 24年）4月
に「地域生活における共生の実現に向けて
新たな障害保健福祉施策を講ずるための関
係法律の整備に関する法律について（障害
者総合支援法）」が成立し、2013 年（平成 25
年）4 月 1 日に施行された。障害者自立支
援法（現在の障害者総合支援法）において
は、身体障害、知的障害、精神障害（発達障
害を含む）の三障害が共通の制度の下で一
元的にサービスが提供される。また、「障害
支援区分」の仕組みを導入し、障害の多様な
特性その他の心身の状態に応じて必要とさ
れる標準的な支援の度合を総合的に示すと
している。障害支援区分の判定に関しては、
身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者精神
保健福祉手帳は不要になっている。この意
味では、障害福祉サービス利用に関して手
帳制度の重要性は低下している。今後、「手
帳制度とは何だろう」という本質的な議論
が起こるかもしれない。療育手帳に関して
は、単なる地方自治体独自のサービス利用
のためのものであったら、知的障害の定義
や判定方法の統一化の必要性が、再度問わ
れるだろう。 
 

２ 療育手帳制度を巡る課題と研究レビュ

ー 
 療育手帳制度を巡る課題については、実
際に判定業務に関わった児童相談所・知的
障害者更生相談所の児童心理司・判定員と
して、障害福祉・児童福祉施策に関わった専
門官としての公務員として、障害福祉や児
童福祉領域の臨床心理学を専門とする研究

者としても、数多く検討すべき点、早急に改
正すべき点があると痛感している。これら
のことについては、報告者が声高に主張す
るよりも、既に調査研究により明らかにさ
れ、提言もされている。そのため、まずはこ
れまでの調査・研究を概観し、総括してみる
こととする。 
 

１）療育手帳・療育手帳制度に関しての調

査・研究レビュー 

 知的障害をテーマにした研究、また関連
学会においての事例・実践報告は散見され
るが、療育手帳・療育手帳制度に限定したも
のは、障害者総合福祉推進事業（厚生労働省
において障害者施策全般にわたり引き続き
解決すべき課題や新たに生じた課題につい
て、現地調査等による実態の把握や試行的
取組等を通じた提言を得ることを目的とし
た事業）、厚生労働科学研究（国民の保健医
療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、
行政施策の科学的な推進を確保し、技術水
準の向上を図ることを目的した研究）が大
半であり、それらの研究成果についてレビ
ューし、次に、学会や研究紀要などで報告さ
れた報告書をレビューする。 
 

（１）厚生労働省科学研究及び障害者総合

福祉推事事業の報告書 

 ① 昭和 37年度厚生科学研究（主任研究

者 菅修） 

☞研究概要 

知的障害の定義、判定基準作成の要領な
どが提言された。これが、厚生省社会局援護
課の「精神薄弱者判定要領」となる。判定要
領によれば、知的障害の認定は、社会診断、
心理診断および医学的診断それぞれ細目に
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わたって実施したうえで各担当者の合議に
もとづき、総合的に判断することが望まし
い。しかも、診断は単にテストの結果によっ
て決めるべきではなく、専門家の臨床所見
や判断を重視 しておこなわれるべきであ
る。また、知的障害の概念については、１。
精神機能全般に発達障害があること、2。知
的障害と適応行動をあわせもつこと、3。精
神遅滞状態の可変性に注目すること、4。発
達期における障害であること、などをよく
理解するとともに、できるだけ医学的診断
名を明らかにすることが心身の健康管理を
おこなううえに必要である。さらに、診断や
判定に必要な情報の種類と記録のしかた、
障害認定のための手続きなどについても、
詳細に述べられている。 
※この報告書については、実際の報告書

を見つけることができず、平成 31 年度障害
者総合福祉推進事業「知的障害の認定基準
に関する調査研究」報告書におけるⅠ研究
概要１知的障害の制度・施策について（４）
知的障害研究の経過 による。 
☞レビュー 

 この研究がなされる 2 年前の「精神薄弱

者福祉法 逐条解釈と運用」第 2 章 精神

薄弱者福祉法制定の経緯のなかで問題にな

った点として「精神薄弱者手帳を交付すべ

きか―登録制度の必要性の有無。精神薄弱

者に手帳を交付して福祉措置を図ることに

は或る意味においては極めて便利であり将

来経済的な福祉の措置を考慮する場合には

必要であるとも考えられるが、手帳そのも

のの制度が馴染み難いこと及び手帳を交付

する以上は、精神薄弱者なりや否やの判断

基準が明確である必要があるが、現状にお

いては統一的な権威ある判定基準がないこ

と等の理由により精神薄弱者に対して手帳

を交付するという建前はとらないこととし

た。」としている。昭和 30年代においては、

少なくとも療育手帳（当時、精神薄弱者手

帳）制度については、知的障害については、

①馴染み難い ②精神薄弱の判定基準が不

明確である という理由で手帳制度を見送

っている。 

それを受けて、菅らにより、精神薄弱判定

要領については知的障害（精神薄弱）の認定

は、社会診断、心理診断および医学的診断そ

れぞれ細目にわたって実施したうえで各担

当者の合議にもとづき、総合的に判断する

ことが望ましいとして、 

1。精神機能全般に発達障害があること、 

2。知的障害と適応行動をあわせもつこと、 

3。精神遅滞状態の可変性に注目すること、 

4。発達期における障害であること、 

5。できるだけ医学的診断名を明らかにする

こと 

が心身の健康管理をおこなううえに必要と

している。 

 ここで用いられている発達障害の定義に

ついては、現在の発達障害者支援法による

「発達障害」の定義とは異なるものと考え

られるが、知的障害と適応行動に着眼し、発

達期による障害であること、可変性がある

ことなど、すでに現在の判定基準とほぼ変

わらないポイントとなっている。 

 

② 昭和６１年度厚生省心身障害研究「心

身障害の判定指標の開発に関する研究（最

終報告）」 主任研究者 櫻井芳郎 

☞研究概要 

知能指数と適応技能の水準は平行してい
ない（両者の関係は 0。4～0。5）ため、日
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常生活の状況を実際的、具体的に把握する
評価尺度として「社会生活能力の評価表」が
作成された。「精神薄弱とは、生まれる以前
あるいは生後の何らかの原因によって、発
達期に知的機能障害が現われ、能力的や社
会的不利が生じ、生活、学習、労働などの人
間生活の営みに支障 をきたす可能性があ
るもので、医療、福祉、教育、職業などの面
で特別な援助を必要とする 状態を指す」 
☞レビュー 

 知能指数と適応技能のレベルが平行して

いないという所見は、現在、自閉スペクトラ

ム症などの発達障害のある方に多くみられ、

知能指数の結果を偏重した判定に対して、

現在において課題となっている面への指摘

として、今後の評価尺度の検討の参考にも

なる。 

 

③ 平成 10 年度厚生科学研究 精神保健

福祉総合研究事業「精神薄弱児・者の障害認

定の基準と入所判定に関する総合研究」主

任研究者 岡田喜篤「精神薄弱の定義および

障害認定の基準に関する研究（療育手帳制

度を含む）」（分担研究者 櫻井芳郎） 

☞研究概要 

精神薄弱に代わる新しい用語としての
「知的障害」を用いるが、その内容は国際的
な共通認識となっている「精神遅滞」をさす
用語である。 
知的障害の定義（案）として、「知的発達

に遅滞が認められ、日常生活に支障をきた
しているために支援を必要とする状態を指
す」を提案する。従来の概念が測定知能の水
準に大きく依存していたものを、アメリカ
精神遅滞学会の理念と同様に、日常生活の
遂行にどのような支援を必要とするかを重

視した概念となっている。「何ができないか、
どの程度劣っているか」という視点でなく、
「何を必要としているのか、何を支援でき
るか」という視点を重視した定義と言える。
その他、①障害認定指針（案）の視点、②障
害認定の指針、③医学的診断の手引き、④臨
床的病理学的検査の手引き、⑤自閉症の判
定基準、⑥乳児期の判定基準、⑦知的障害の
程度別判定指標、⑧障害認定評価票（案）、
⑨障害等級（案）などの指針の試案を提案し
ている。 
☞レビュー 

 この研究論文において、「知的障害」の用

語が使用されて、「ICD－10（国際疾病分類第

10 改訂版）」「APA（精神障害の分類と診断の

手引き４版）」「AAMR（アメリカ精神遅滞学

会）などの用語を用い、知的発達の上限は

18 歳未満とし、標準化された知能検査で測

定された IQ70 未満か、あるいはそれに相当

すると臨床的に判断される程度のものであ

り、「日常生活」の支障は、通常の生活にお

ける適応行動の水準によって示されている。 

現在においても、児童相談所や知的障害者

更生相談所においては、この指針を一部活

用しながら、判定を行っているところは多

い。また療育手帳の判定の際に生じる種々

の課題に、丁寧に対応しており、今後のガイ

ドライン（指針）作成の重要な資料であると

考える。 

なぜ、櫻井らによる指針が広く普及して

いないのか。この論文の報告後、障害福祉施

策が大きく変化した。一つは、2005（H17）

年の措置制度から契約制度の導入であり、

2006（H18）年の障害者自立支援法（後に障

害者総合支援法に改正）が制定となる。これ

らにより、知的障害児者に関しての支援サ
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ービスの実施主体は、都道府県から市区町

村に移り、新たに障害程度区分（後に障害支

援区分）が導入される。これらの新しい動き

に、療育手帳制度は殆ど連動することはな

く、知的障害の制度や支援サービスを使い

やすくするという目的の一部を果たせない

結果となった。 

2004（H16）年の発達障害者支援法の成立

により、「発達障害」の定義が明らかにされ、

また、2011（H23）年、障害者基本法改正に

より、発達障害は精神障害（発達障害を含

む）と明記された。これにより、各自治体は、

自閉スペクトラム症などの発達障害児者に

対して、精神障害保健福祉手帳を取得する

方向と、いくつかの特例を設けて療育手帳

を取得する方向とになり更に、療育手帳制

度の判定基準は混迷する。 

児童相談所・知的障害者相談所において、

「医学的診断の手引き」の使用については

不詳であり、知的障害や発達障害を専門と

する常勤医は依然として少ない。またまた

ICD－11 の改正があり、30 年以上を経た現

在、見直しをしていく必要がある。 

乳児期の判定基準についても触れられて

おり、6か月～２歳未満の乳幼児に適用する

ものとしている。今後の統一化にむけて、重

要な資料となるが、心理的発達・運動発達の

到達度、ＤＱ（Developmental Quotient）発

達指数の使用などをどのように取り入れて

いくのかも課題となりそうである。 

 

④平成 30年度障害者総合福祉推進事業「知

的障害の認定に関する調査研究」報告書 

平成31年3月 社会福祉法人東京都手をつ

なぐ育成会 主任研究者 大塚晃 

☞研究概要 

 法律・医学・心理学・社会福祉・教育・労
働分野において知的障害の認定基準に関す
る現状と課題について文献調査を行ってい
る。また、知的障害の定義に関する国際的動
向及び自治体の判定基準等に関する現状と
課題について実態調査を行い、結論・考察・
提言は以下の通りである。  
【結論】 
○知的障害の等級（障害の程度区分・障害の
区分）については、全国で 2～７段階となっ
ており、統一されていないこと。 
○知的障害の判定に使用されるツールは、
ビネー系の知能検査が殆どの機関で使用さ
れている。その内容は、田中ビネー知能検査
Ⅴとなっている。適応行動尺度については、
S-M 社会生活能力調査であること。知能指
数のみならずその他の要件（身体障害等も）
考慮している。 
○知的障害の障害程度区分の統一化が必要
であること。その際、知的障害の定義も行う
必要がある。特に、IQ 値の上限と検査方法
及び社会生活能力の判定基準（簡素化した
もの）の統一化が必要となっている。 
○その理由は、居住地の移動によって、各都
道府県の取り扱いが異なっているので大き
な混乱が生じていること。特に、区分の統一
化と発達障害者の IQ の上限値の異なりが
二つの大きな混乱原因となっている。 
【考察】 
○統一化の要望は強いが、一方で統一化し
た場合の現行の障害等級の取り扱いの在り
方を含め、全国の統一化に向けた判定にお
ける方法とツールを検討していくことが必
要となる。 
○判定機関は、主に知能検査の結果（IQ）
をもとに判定を行っているが、今後 ICDや
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DSM などの国際的な診断基準を重視する
方向であり、特にＤＳＭ―５では、診断基準
からＩＱ値が削除されている。今後、程度判
定のために新たな基準が必要になると考え
られる。  
○「新たな子ども家庭福祉のあり方に関す
る専門委員会」において、障害相談、育成相
談等のうち、療育手帳の判定など虐待対応
や要保護児童以外の相談機能は、市町村や
民間機関を含め児童相談所以外の機関も担
うことができるような制度を整備すべきと
され、児童相談所以外の機関において判定
業務を担当する方向も検討する必要がある。  
【提言】 
知的障害定義（案）を以下のように、知的障
害者福祉法に規定する。また、知的障害の判
定及び知的障害の区分について通知し、全
国的統一を図る。 
   
知的障害者福祉法（案）    
第四条（定義） この法律において、「知的
障害者」とは、知的機能に障害がある十八歳
以上の者であって、障害及び社会的障壁に
より継続的に日常生活又は社会生活に相当
な制限を受ける状態にあるものをいう。 
〇 知的障害の判定（案） 
知能指数及び適応行動（いずれも標準化さ
れたもの）において判定 
〇 知的障害の区分（案） 
軽度・中度・重度・最重度の 4区分とする。 
☞レビュー 

この報告書は当事者団体を事業主体とし

ている、療育手帳制度について調査・研究を

行ったものである。 

 現在の療育手帳の利用に関してのデメリ

ット（全国統一化がなされていないため、住

居地移動による際の、再交付等の手続を行

わなくてはならない不便さ）を指摘してい

る。 

 また、今後の判定基準に統一化に向けて、

具体的な案を提言している。既に統一化に

向けては誰しも反対はないものと考えられ、

これらの具体的な提案（障害の等級を 4 段

階である 

最重度・重度・中度・軽度とする 知的障

害の判定については、いずれも標準化され

た知的機能と適応行動について測定するこ

と）は今後のガイドライン策定にむけて重

要なポイントになる。 

 更に、知的障害者福祉法において、「知的

障害者」の定義を追加改正する必要性につ

いても提案がされており、これまで、療育手

帳が全国統一化されなかった経緯を知る主

任研究者（大塚）による考察の結果であると

思われる。 

 

⑤令和元年度障害者総合福祉推進事業 

「療育手帳の判定基準及び判定業務のあり

方に関する調査研究」 PcWコンサルティン

グ合同会社  

☞研究概要 

 この報告書は、平成 30年の事業成果を受
けて、「療育手帳判定基準の実態を踏まえ、
療育手帳の統一的な判定基準の作成が可能
かどうかについて検討すること、及び児童
相談所における療育手帳交付事務の実情に
ついても明らかにする」ことを目的として
いる。 
【結果】  
○児童相談所のアンケート結果から、療育
手帳業務を実施する上での業務上の負担の
大きさが挙げられた一方で、職員育成の点
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からは有用な業務であるという指摘があっ
た。 
○判定基準等を全国統一化した場合の影響
について、申請者のメリットは大きい一方、
統一のための移行期を含めて児童相談所は
大きな負担がかかると考えられる。 
○統一化の論点として「判定の視点・軸、手
帳の名称、交付対象年齢、知能検査（IQ）
を判定基準とするか否か、IQ アセスメント
ツール、IQ 上限値、知的障害区分、適応障
害（生活能力）のアセスメントツール、医学
的な見立てを判定基準とするか否か、更新
判定のタイミング、知的障害以外の位置づ
け」が挙げられている。 
【考察】 
○療育手帳判定の具体的な統一方法 
・児童相談所における知能検査と適応行動
等のアセスメントツールが統一されていな
いと、また統一されると、児童相談所の多く
は負担を懸念していること。知能検査と適
応行動等のアセスメントツールについては、
簡便な検査方法も含めて負担の少ない統一
方法について検討していく必要がある。 
・検査が困難な０歳児からの乳幼児期をど
う取り扱うかが課題 
・自治体によっては、等級区分の判断をす
る際、身体障害があるとより重度の区分に
なるという判断をする自治体があり、「知的
障害」以外の要素の取り扱いの是非を検討
する必要がある。 
・IQ 値重視の判定基準についての要検討 
○療育手帳に紐づくサービス等への影響範
囲の調査 
・各自治体の知的障害区分と障害福祉サー
ビスが密接に結びついていることが明らか。
各自治体に及ぼす影響の内容と程度につい

ての調査が必要であり、ユーザーである親
の会、施設などの事業者への調査も必要で
ある。 
○国としての発達障害の扱いの方針 
 DSM-5や ICD-11 では、知的障害と発達
障害は同じ神経発達症群に分類されている。
また重症度の評価についてはＩＱ値が明記
されていない。日本では現在、障害者基本法
において、発達障害は精神障害に含まれる
とされているが、発達障害者支援法改正の
附帯決議にもあるように、知的障害と発達
障害についての関係の整理が要検討。その
際、精神障害者保健福祉手帳との整理も必
要となる。 
☞レビュー 

 平成 30年度障害者総合福祉推進事業「知

的障害の認定に関する調査研究」を引き継

ぐ形での研究内容となっているが、期限や

予算の問題もあったのか、児童相談所のみ

への調査となっているのが残念ではある。 

 今後の統一化に向けた課題として、統一

化するにあたり、知能検査と適応行動のア

セスメントツールの簡便な方法など測定時

に利用者・検査者とも負担を軽減すること・

検査が困難な乳幼児期への対応方法・知的

障害以外の要素の取り扱いなど、より具体

的な課題が明確になっている。またこれま

でＩＱ値偏重の判定基準や、国際的な診断

基準と日本の法律における定義との関係の

整理なども示唆されている。 

 

（２）関連学会や研究紀要などの報告書 

 文献検索サイト（ J-STAGE  CiNii 
Research）において療育手帳と検索し、J-
STAGEにおいては 488 件、CiNii において
は、81 件ヒットした。これらの論文につい
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て、題名及び要旨を確認してピックアップ
した６件の報告書から、特に療育手帳・療育
手帳制度関連についてレビューする。 
 
①障害年金の認定基準と就労の関係－精神

障害・知的障害を中心として 岡山医学会

雑誌第 122 巻 April pp43～54 河本純子 

2010 

療育手帳でヒットした原著論文であるの
だが、療育手帳のことには触れられておら
ず、障害年金については、殆ど影響していな
い制度であることがわかる。 
 

②障碍（障害）の定義と障碍（障害）者政策

を考える 保健医療社会学論集第 24巻第 2

号 佐藤久夫 2014 

 日本の障害者手帳と障害程度区分につい
て、等級と支援ニーズとの関係は曖昧にな
り、療育手帳制度では、「軽度」の人の方が、
社会参加をするのでより支援が必要である
ということも生じているといった、現在の
障害程度区分と支援ニーズが連動していな
い現状について述べている。 
 
③児童相談所における療育手帳判定に関す

る調査 科学研究費助成事業 社会福祉法

人青い鳥横須賀市療育相談センター 研究

代表者 吉村拓馬 2015 

60 自治体からの回答（70。6％）により、
手帳の名称や「最重度～中度」の等級の基準
以外の部分は自治体間で大きく異なる。判
定に用いられる検査・尺度・「軽度」の等級
の基準は自治体間での差異が特に大きい。 

 
④知的障害者における療育手帳の認識に関

する研究 ＬＤ研究第28巻第1号 水内豊

和 岩坪夏穂 pp154-163 2019  

「療育手帳の理解と使用状況」「現在療育
手帳について肯定的な思いを抱いている要
因」について明らかにするため、療育手帳
（B 中度）を取得している知的障害のある
成人 10 名に半構造化インタビューにより、
M―GTAにより分析。結果としては認識と
してはさまざまであるが、療育手帳を肯定
的に認知する上では、本人と取り巻く周囲
の関わりが重要である。 
 
⑤療育手帳における知能検査・発達検査に

関する調査 LD研究 第28巻 第1号 吉

村拓馬 大西紀子 惠良美津子 松田裕之 

小橋川晶子 広瀬宏之 大六一志 2019 

全国の児童相談所に対して、認められる
検査の規定、実際に用いられる検査の割合、
検査結果の説明、他機関での検査結果の活
用など、自治体間で大きく異なる結果を得
た。制度の公平性や知能検査・発達検査の本
来の役割から憂慮すべきことであり、制度
自体の抜本的な見直しが必要であると結ん
でいる。 

 
⑥中核市児童相談所における療育手帳業務

に係る取組と課題 金沢星稜大学 人間科

学研究 第 15 巻 第１号 三宅右久 川

並利治 2021 

統一化の必要性、その際の申請者と児相
とも負担の少ない形で進められてくことが
肝要であり、公的機関として直接に本人や
養育者とあって判定を行う必要があるが、
再判定については他機関の利用も有効。ま
た、療育手帳の判定業務は、守備範囲の広
い、アセスメント力の高い児童相談体制の
構築につながる。 
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２）現行の療育手帳制度における課題・検討

のポイント 

 「療育手帳制度について」「療育手帳制度
の実施について」を参照しながら、１）で概
観・総括した課題と検討ポイントを整理し、
療育手帳制度における判定基準ガイドライ
ン策定に向けての原案としたい。（別表） 
 
３ 発達障害支援施策と関連する諸課題 
 ＜発達障害に関する経緯等＞ 
・発達障害者への療育手帳の交付は、知的 
障害が伴う場合に加えて、知的障害が無い
場合でも、自治体の運用によって独自に発
達障害者を対象とすることができる判定基
準が設けられている。目的は、障害者雇用率
制度や交通機関の割引制度などの利用を受
けやすくするものとして、自治体の努力に
よって提供されてきた経緯がある。しかし、
平成 22 年度の総務省における「行政苦情救
済推進会議の意見を踏まえたあっせん」で
は、自治体間の格差による不利益を解消す
べきであると厚生労働省宛に通知をしてい
る。 
・知的障害のない発達障害者が申請できる
精神保健福祉手帳については、平成 19～21
年度に行われた厚生労働科学研究「発達障
害者の新しい診断・治療法の開発に関する
研究」(主任研究者：奥山眞紀子)の研究成果
を受け、平成 22年度には厚生労働省が診断
書、判定基準等の通知改正を行い、発達障害
に関する内容を明記している。以後は発達
障害者に対する交付実績は年々増加してい
る。 
＜発達障害に関する課題＞ 
・特別支援学校の種類に「発達障害」が無い

ことから、入学を希望する場合に「知的障害
者」であることの証明に利用できる療育手
帳が必要になるというケース、「精神障害」
に対する偏見を避けるために療育手帳を希
望するケースなど、制度上の壁や社会的な
理解の遅れを背景とした“抜け道”としての
療育手帳の交付申請も散見される。 
・障害児支援や障害福祉サービスの利用に
は療育手帳の所持は必須でないこと、ヘル
プマークの提示等で合理的配慮が受けやす
くなっている社会の変化により療育手帳の
申請をしないケースも増えているが、災害
時の要支援者や 8050 などの地域での孤立
家庭等の把握に自治体が療育手帳交付登載
名簿(台帳)を手がかりに潜在化させない取
組みを行っている現状も有るため、精神障
害保険福祉手帳の所持も含めた地域とのつ
ながりを保つ方法について検討をおこなう
必要がある。 
 
４ 今後の療育手帳制度の在り方 
今後の療育手帳制度の在り方を考える場

合、知的障害の定義を法に位置けていく必

要性と、その際、知的障害の判定方法がセッ

トで必要かということに言及したい。 
 
（1）今後の障害の考え方 
障害者基本法は、法第二条の定義におい

て、障害者を身体障害、知的障害、精神障害
（発達障害を含む。）その他の心身の機能の
障害がある者であって、障害及び社会的障
壁により継続的に日常生活又は社会生活に
相当な制限を受ける状態にあるものをいう
としている。心身の機能の障害は、機能障害
として捉えられた医学モデルと呼ばれるも
のである。社会的障壁は、環境上のバリアー
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として捉えられで社会モデルと呼ばれるも
のである。現在の障害の考え方は、「心身の
機能の障害」という医学モデルと「社会的障
壁」という社会モデルの統合されたものと
考えられている。 ICF （ International 
Classification of Functioning, Disability and 
Health : 国際機能分類）が志向する、障害
は機能障害と環境の相互作用により成り立
つという医学モデルと社会モデルの統合で
ある。 
一方、身体障害を先頭に、次第に社会モデ

ルの強調がなされてきている。例えば、下半
身の麻痺により車椅子を使用している身体
障害者が、階段があるために 2 階に行くこ
とが困難で「日常生活や社会生活に相当な
制限」が生まれ、障害者といわれている状況
を考えてみよう。その障害者が、2階に行く
ことが困難で「日常生活や社会生活相当な
制限」が生じているのは「下半身の麻痺」で
なく、階段という社会的障壁が原因となっ
ている捉え方である。障害は、社会が作って
いるという捉え方でもある。階段という「社
会的障壁」除去するために、エレベーターな
どに変更していくことは、障害者差別解消
法が求める「合理的配慮」である。このよう
な障害の社会モデルは、身体障害者福祉法
が障害の定義で規定する「別表」とは相いれ
ないものであ。身体障害者福祉法の「別表」
は、医学モデルに基づいているからである。 
今後の「障害」の捉え方は、身体障害のみ

ならず知的障害や精神障害も社会モデルが
志向されていくだろう。知的障害の「日常生
活や社会生活相当な制限」は、知能障害に原
因があるのではなく、必要な時に支援して
くれるパーソナルアシスタントが不在であ
るからである。このような時代に、知能指数

や適応行動という医学モデルを適応する意
味は何であろうか。必要なサービス（支援）
は、無限ではない。必要なサービス（支援）
の配分のためには、操作的な基準が必要と
なるだろう。ここに知的障害の判定の意味
が存在すると考えられる。知的障害の定義
においては、社会モデルが志向されるが、必
要なサービス（支援）配分の基準に関して知
能指数や適応行動という医学モデルという
操作的に活用していく必要がある。 

  
（2）知的障害の定義 
 療育手帳制度の改革のためには、知的障
害の定義が必要である。知的障害の定義が、
知的障害者福祉法に規定されず何十年もた
ってしまったのは、関係者にとって痛恨の
極みであろう。知的障害者福祉法に知的障
害の定義を規定することは、関係者にとっ
て長年切望してきたことである。 
知的障害の定義の必要性は、そもそも発

達障害者支援法の改正の経過において出現
してきた課題である。発達障害者支援法の
改正において、発達障害者と同じニーズを
もちながら、ほとんど注目されてこなかっ
た「軽度知的障害」の存在の課題である。こ
れら「軽度知的障害」の存在を考えれば、発
達障害者支援法の対象に知的障害を加える
ことは極めて合理的なことである。特に、知
的障害者福祉法に規定さていないライフス
テージを通した一貫した支援が、知的障害
が発達障害者支援法に加わることで実現す
るとすれば、知的障害者と家族にとって大
きなメリットである。 
知的障害の定義を知的障害に、社会モデ

ルで位置付ける案を以下に示す。 
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〇知的障害者支援法改正（案） 
（定義）  

第四条  この法律において、「知的障
害者」とは、知的機能の障害がある十八
歳以上の者であって、障害及び社会的
障壁により継続的に日常生活又は社会
生活に相当な制限を受ける状態にある
ものをいう。 

 
〇知的障害の判定（案） 
知能指数及び適応行動（いずれも標準
化されたもの）において判定 

 
〇知的障害の区分（案） 
軽度・中度・重度・最重度の 4 区分と
する 

 
（3）知的障害と発達障害の整理 
発達障害者支援法の一部を改正する法律

（平成二八年六月三日法律第六四号）の際
の参議院附帯決（平成二八年五月二四日）に
おいては、「地方公共団体により障害者手帳
の取扱いの状況が異なること及び発達障害
者の多くが障害者手帳を所持していないこ
と等の実情に鑑み、障害者手帳について在
り方を検討すること」とされている。また、
「個々の発達障害の原因究明及び診断、発
達支援の方法等に関する調査研究を加速・
深化させるとともに、発達障害に関する症
例を広く把握することにより、不足してい
る分野における調査研究に重点的に取り組
むこと。また、これら調査研究の成果や国際
的動向等も踏まえ、常に施策の見直しに努
めること。その際、発達障害の定義の見直し
にも留意すること」とされている、発達障害
と知的障害の課題を整理して、将来は、発達

障害者支援法に知的障害を加えるという課
題に応えていくことである。これは、DSM-
5（2013）や ICD-5（2019）が、神経発達症
に自閉症スペクトラム症とともに知的障害
を規定している意味である。この考え方を
わが国の障害福祉制度の体系で考えれば、
精神障害（発達障害（知的障害））という構
図の理解が必要である。 
発達障害者のための障害者手帳はともか

く、知的障害と発達障害との整理が、まずは
必要である。それは、高機能の自閉症スペク
トラム症に、多くの自治体で療育手帳を出
している状況を再考することになる。知的
障害の定義と判定に関係している事柄でも
ある。かつては、多くの自閉症の方々には知
的障害が併存すると考えられていたから、
療育手帳の取得は合理的であった。しかし、
自閉症スペクトラム症の多くは高機能すな
わち知的障害がないことがわかってきた現
状においては、すべてを療育手帳に押し込
めることには無理がある。療育手帳の対象
でない方々を、やむを得ず療育手帳制度に
押し込められてきた状況に、今後は適切に
対応すべきである。高機能の自閉症スペク
トラム症、すなわち知的障害のない発達障
害に関しては、精神障害者保健福祉手帳制
度の活用を考えるべきである。その際、児童
について、現行の精神障害者保健福祉手帳
制度の利用が進むよう、手帳を児童にも対
応できるような変更が必要であろう。
DSM-5（2013）や ICD-11（2019）が、神
経発達症の中に知的障害、自閉症スペクト
ラム症を定義したように、発達障害者支援
法の中に下記のように知的障害を加えるこ
とが考えられる。 
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発達障害者支援改正法（案） 
現行（定義） 
第二条 この法律において「発達障害」と
は、自閉症、アスペルガー症候群その他の広
汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障
害その他これに類する脳機能の障害であっ
てその症状が通常低年齢において発現する
ものとして政令で定めるものをいう。 
 
改正案（定義） 
第二条 この法律において「発達障害」と
は、知的障害、自閉症スペクトラム症、学習
障害、注意欠陥多動性障害その他これに類
する脳機能の障害であってその症状が通常
低年齢において発現するものとして政令で
定めるものをいう。 
 
（4）精神保健福祉手帳の活用 
 知的障害の定義の必要性については、知
的障害者を発達障害者支援法の対象とする
必要性が背景にある。知的障害については、
療育手帳制度はあるが、発達障害者には発
達障害者支援手帳（仮称）はない。その代わ
りに、発達障害者には精神障害者保健福祉
手帳制度を利用していく方向性が指示され
るべきである。今後、知的障害が発達障害支
援法の定義に入るということであれば、知
的障害については、現行の療育手帳制度だ
けでなく精神障害者保健福祉手帳制度とも
関係が深くなる。また、知的障害の等級を下
記の精神障害者保健福祉手帳制度の中で考
えるとなると、知的障害の判定方法も精神
障害の手帳との整合性が求められるだろう。 
 

1 級 
精神障害であって、日常生活の
用を弁ずることを不能ならしめ

る程度のもの 

2 級 

精神障害であって、日常生活が
著しい制限を受けるか、又は日
常生活に著しい制限を加えるこ
とを必要とする程度のもの 

3 級 

精神障害であって、日常生活若
しくは社会生活が制限を受ける
か、又は日常生活若しくは社会
生活に制限を加えることを必要
とする程度のもの 

 
今後の療育手帳制度の在り方を考える場

合、第一に知的障害の定義を法に位置けて
いく必要がある。その際、知的障害判定の等
級や判定方法がセットで行われることは理
想的な形態である。しかし、知的障害の判定
方法の確立や等級等基準の設定に時間を要
することが推測される。知的障害の定義は、
今後は社会モデルに基づくものとなり、知
的障害判定方法や等級は、機能障害に基づ
く医学的モデルとなろう。この意味で、知的
障害の定義と知的障害判定方法や等級の確
定を別々行っても、大きな問題とはならな
いであろう。 
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